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大深度消雪井戸における、VP 管による 

二重ケーシング施工のためのソケット開発 

 

株式会社 興和 北陸支店 水工部係長 ○坂井 祐史   

北陸支店 水工部  小田 智也   

 

１ はじめに 

 消融雪設備は、昭和 38 年頃から除雪対策が困難

な市街地を中心に急速に普及し、冬期道路の交通確

保に貢献してきたが、近年は老朽化による設備の改

修や修繕が増加している。 

 VP 管の二重ケーシングは消融雪設備の井戸設備

に不具合が発生した際の応急対策として広く実施

されているが、深度 200 m 以上では VP 管接合部の

強度が足りず、対応に苦慮していた。 

本報告は,金沢河川国道事務所管内の消雪井戸修

繕工事で、VP 管に合わせた SUS 製の接合部（ソケッ

ト）を開発することで、深度 350 m の消雪井戸に VP

管の二重ケーシングを適用し、井戸掘替をせずに不

具合解消を図った事例を紹介する。  

2 井戸設備の構造と二重ケーシング 

2．１ 井戸設備の構造 

井戸設備は、さく井工事で地中を削孔した穴の崩

壊を防ぐケーシング管と、帯水層から取水するため

のストレーナで構成されている（図 1）。古いものは

鉄管が用いられているため、経年劣化で腐食などの

不具合が生じると、井戸調査を行い、修繕方法を検

討することになる。 

 

図 1 井戸構造の模式図 

2. 2 井戸調査及び修繕方法 

 図 2 に井戸調査フローを示す。最初の簡易揚水試

験では、井戸能力及び揚砂の確認を行う。井戸カメ

ラ調査では、ケーシング管及びストレーナの腐食や

目詰まりを確認し、井戸洗浄が可能であるか、修繕

の必要があるかを判断する。 

 井戸カメラ調査では異常が無く、井戸洗浄を行う

場合でも作業は慎重に行い、充填砂利などが洗浄中

に確認された場合は直ちに洗浄を中止し、修繕の検

討を行う。 

 

図 2 井戸調査フロー 

  

2. 3 二重ケーシング  

 二重ケーシングは、井戸の応急対策として広く実

施されており、その方法は既存のケーシング管の内

側に新しいケーシング管を設置し、破損したケーシ
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ング管を保護するものである。 

一般的に二重ケーシングを実施すると、集水面積

が減少し、揚水量が低下する。本来であれば、井戸

の掘替えが望ましいが、降雪期までに施工が間に合

わない、費用が多くかかるなどの理由から、掘替え

よりも工期が短く、安価で応急対応が可能な二重ケ

ーシングが修繕方法として採用されることがある。

図 3 に二重ケーシングのイメージ図を示す。 

 

図 3 二重ケーシングの模式図 

 

2. 4 二重ケーシングの管材仕様 

二重ケーシングで一般的に使用されている管材

は、二重ケーシング管が VP-P（特殊ネジ接合）×3950 

L で、二重ストレーナ管が SUS-V 型巻線（特殊ネジ

接合）×5500 L である。 250 A での重量はケーシ

ング管が 61.9 ㎏/本、ストレーナ管が 102 kg/本で

あり、水圧による浮力が働くものの、深度が深くな

るほど施工時の吊り上げ荷重が増加する。  

3 本現場の井戸の特徴と課題 

 今回開発に至った現場は、井戸深度が GL-352.0 m、

元の井戸径が SGP300 A であり、二重ケーシング管

は VPφ250 、浮力を加味した二重ケーシングの想定

吊り荷重は最大 2.5 ｔであった。 

 以前に GL-200 m 級の井戸（ストレーナが多く吊

り荷重が比較的重い）で二重ケーシングを施工した

際、ネジの破損があったため、本現場でも VP ネジで

は破損することが想定された。 

 そこで、深度 200 m 以上の想定吊り荷重に耐えら

れるソケットを開発し、大深度井戸でも VP 管で二

重ケーシングを施工できる方法を検討した。 

4 SUS ソケットの開発 

 ソケットの開発にあたり、以前の VP ネジの破損

状況を確認した。VP ネジは吊り荷重が重くなると凹

ねじ部が広がり、ネジ山が破損することが確認され

た。破損したときの吊り荷重は、約 1.8 t であった。 

 

図 4 従来の二重ケーシング管の模式図 

 

 そこで、広がりやすい凹ネジを全て SUS 製とする

ために、両側凹ネジの SUS ソケットを作成し、両側

凸ネジの VP の二重ケーシング管と組み合わせるこ

とでネジ部の強度の向上を図った。 

 

 

図 5 SUS ソケットの接続イメージ 

 

 試作した SUS ソケットは、二重ケーシング建込時

や、井戸洗浄などの維持管理に支障とならないよう

に、内径や外径に段差が生じない（引っ掛かりが生

じない）、構造とすることに留意した。 

5 ＳＵＳソケット荷重試験 

5．１ 試験方法 

試作した SUSソケットの上部と下部に凸ネジのケ

ーシング供試体を接続し、供試体にバンドをかけ、

10 t 油圧ジャッキ×2 台で荷重をかけることで、二

重ケーシング時の吊り荷重を再現した。 

荷重は 4.0 t×2 負荷、5.0 t×2 負荷、6.0 t×2

負荷の順で増加させた。
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図 6 SUS ソケット荷重試験 

 

5. 2 試験結果 

 6.0 t×2 負荷をかけても、SUS ソケットの凹ネジ

及びSUSソケットの上部と下部に接続したケーシン

グ供試体の凸ネジに破損や変形は見られなかった。   

6.0 t×2 負荷をかけた時点で、試験治具の異音と

変形を確認したため、最大負荷を 6.0 t とした。 

写真 1 試験後の VP 凸ネジ 

 

6 二重ケーシングの施工 

6. 1 ケーシング管の配置計画 

図 7 に二重ケーシングの配置計画を示す。二重ケ

ーシングはストレーナを既設井戸のストレーナ部

と同じ位置に配置できるように考慮した。   

二重ケーシングは一般的に、既設井戸の全長を施

工するが、井戸径が小さくなることで、ポンプ規格

を下げなければいけない（散水量の減少）場合もあ

る。本報告の現場では散水量を減少することが出来

ないため、井戸調査の結果に基づき、ポンプ下部ま

での二重ケーシングを実施することとした。これは、

吊り荷重の増加を最小限に抑える効果や、SUS ソケ

ットの費用を抑える効果もあった。 

また、SUS ソケットの設置個所は以前の現場で VP

ネジが破損した可能性がある想定荷重約 1.8 ｔの

GL-190.85 m からとした。 

従来通りの VP 凹ネジ接合は全部で 17 箇所で、開

発した SUS 凹ネジは想定吊り荷重 1.7 t ～2.5 t の

17 箇所として計画した。 

  

図 7 二重ケーシング管の配置計画 

 

6. 2 二重ケーシング作業 

 図 8 に二重ケーシング管建込図を示す。二重ケー

シング作業は二重ケーシング管頭部のネジに専用

の吊り金具(図 3 参照)を取り付け、配置計画に基づ

きクレーンで挿入した。 

今回は二重ケーシング管を水中ポンプ下部まで

としているため、最上部の SUS ソケットのネジは逆

ネジとし、ネジ切り用のロッドを継ぎ足しながら挿

入した。所定の深度に到達したら、既設井戸と二重

ケーシング管の空隙にろ過材の砂利を充填した。砂

利の充填後、ロッドを正回転させることで、SUS ソ

ケットと切り離し、ケーシング作業を完了した。 

 

 

写真 2 二重ケーシング作業写真（1） 
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写真 3 二重ケーシング作業状況（2） 

図 8 二重ケーシング建込図 

6. 3 施工時の工夫 

SUS ソケットはケーシング作業前に事前に取付る

ことで、部材が増えたことによる作業時間を増加さ

せずに施工することができた。また、ケーシング建

込作業時にネジが引っかかることなくスムーズに、

そして、ケーシング管を破損させることなく施工す

ることができた。 

  

写真 4 SUS ソケット取付状況 

7 おわりに 

 井戸深度約 350m の大深度消雪用井戸にこれまで

実績のない VP 二重ケーシングを施工するため、想

定吊り荷重に耐えられるようにSUSソケットを開発

した。開発した SUS ソケットは、従来の施工方法の

施工性や将来の維持管理性を損なわずに、ケーシン

グを破損させることなく、大深度消雪井戸に適用す

ることができた。 

消雪用井戸は近年老朽化が進んでおり、設備の改

修や、修繕が増加傾向にある。今回開発した SUS ソ

ケットが、特に大深度井戸の消雪設備の維持修繕に

貢献するとを期待している。 
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改築推進であるベルリプレイス工法を用いた 
水道管（ダクタイル鋳鉄管）への適用 

 
真柄建設株式会社 土木事業本部 土木技術部  部長 上田 信二   

                       
１ はじめに 

近年、様々な社会資本において、耐用年数を

経過した管路は増加しており、今後加速度的に

老朽化が進行していく見通しである。また、管

路の老朽化に起因する道路陥没やライフライン

分断も毎年発生している。このような時代背景

のなか、持続的な機能確保やライフサイクルコ

ストの低減が求められている。 

この社会的ニーズに対応するために、新しい

改築推進工法として、静的破砕推進工法元押式

ベルリプレイス工法（以下 ベルリプレイス工

法）を開発したので、以下に紹介する。 

２ 工法概要 

２．１ 改築推進工法の分類 

ベルリプレイス工法は、劣化した既設管（老

朽管）を新管に布設替ができる改築推進工法の

ひとつである。（表－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 改築推進工法としての特長 

ベルリプレイス工法は既設管を内側から拡径

破砕しながら新管を布設する改築推進工法であ

り、工法の特長として以下の点が挙げられる。 

① 施工スピートが早い  

② 省力化できる（システムの簡略化による） 

③ 周辺環境への影響が少ない  

④ ＣＯ２排出量を削減できる 

⑤ 廃棄物を発生させない 

（図－１、図－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 破砕機の種別 

破砕機は、様々な施工条件に対応するために

改良を進めている。 

現在は、『止水装置を搭載し、地下水位に対

応可能なパイロットタイプ』と 『高い破砕力

により多様な管種に対応が可能なクラッシュブ

表-１ 改築推進工法の分類 

図-１ 推進時の破砕イメージ 

 

図-２ コンクリート管 呼び径 300 の場合 イメージ図 

推進工法名 備考

ロッド方式

チェーン方式

圧送排土方式

吸引排土方式

スクリュ排土方式

オーガ式 スクリュ排土方式

既設管を鋼管で抱き込み
ながら新管を布設する推
進工法

既設管を内側から拡張破
砕し、新管を布設する推
進工法

衝撃破砕推進工法

一重ケーシング方式
(大口径ケーシング)

二重ケーシング方式

空力式

打撃式

静的破砕推進工法

引抜推進工法

切削破砕推進工法

方式

元押式
(※ベルリプレイス工法)

既設管の管端部に衝撃を
加え破砕し、新管を布設
替えする推進工法

牽引式

泥土圧式 既設管を切削破砕しなが
ら新管を布設する推進工
法

※推進工法用設計積算要領「改築及び管敷設替改築推進工法編」 

（公社）日本推進技術協会(2020 年 4 月 1 日発行)を参考に作成 

破砕刃で推し拡げられた既設管 

318mm
塩ビ管外径(新管)

320mm
掘進機外径

既設管拡幅20mm
ヒューム管 内径300mm

掘 進 機 外径320mm

新管（塩ビ管）

押し拡げられた既設管
（ヒューム管等）

破砕断面 (例)
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レードタイプ』がある。今後も、施工条件に合

わせ改善する。 

（表－２）（写真－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 施工概念図 

本工法の概念図を図－３、図－４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 適用管種・適用呼び径 

クラッシュブレードタイプの適用管種・適用

呼び径を表－３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 施工フロー 

クラッシュブレードタイプの施工フロー

（例）を図－５に示す。 

(施工フローは施工条件により適宜変更する) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 室内破砕試験 

多様な管種の既設管に対応するために、これ

まで室内破砕試験による検証を実施している。

また汎用性の高い鉄筋コンクリート管やダクタ

イル鋳鉄管（ＮＳ管・Ｋ形管）の効率的な破砕

を可能にするために、破砕刃の形状や大きさ等

の改良を進めている。（写真－２、写真－３） 

図-３ 施工概念図（パイロットタイプ） 
図-５ 施工フロー例(クラッシュブレードタイプ) 

表-２ ベルリプレイス工法 破砕機の仕様 

型式 パイロットタイプ　 クラッシュブレードタイプ

呼び径 ３００
２５０～４５０

（※アタッチメント方式で対応)

特許 特許第6479892 特許第7011244

破砕能力 ６０ｔ １５０ｔ

止水装置
(地下水対策)

有（パイロット破砕機に装着） 無

破砕刃
開閉方式

２点スクロール方式
（破砕刃：Ｎ=6枚）

楔(面受)スクロール方式
　（破砕刃：Ｎ=4枚）

破砕機（クラッシュブレードタイプ） 

破砕機（パイロットタイプ） 

図-４ 施工概念図（クラッシュブレードタイプ） 

表-３ 適用管種・適用呼び径 

適用 今後の対応

鉄筋コンクリート管 (開削用・推進用)

硬質塩化ビニル管 (開削用・推進用)

陶管

ダクタイル鋳鉄管 (Ｋ形､ＮＳ形､ＧＸ形)

硬質塩化ビニル管 (推進用)

【さや管内】

　ダクタイル鋳鉄管 (Ｋ形､ＮＳ形､ＧＸ形)

　ポリエチレン管

250～450

（アタッチメント方式で対応)

11cm以下 －

呼び径
※今後、対象管径

　を増やしていく

段差施工

適

用

管

種

既設管

(旧管)

※各種継手にも

  対応予定

新管
※さや管方式にも

　対応予定

写真-１ 破砕機（タイプ別） 

クラッシュブレード 
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特に、破砕が困難である継手部（鋼製Ｔ形

カラー【推進管用】等）は、実施工で支障と

なる可能性が高いので、効率的に破砕できる

手法を検討している。（写真－４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 地中実証実験 

室内破砕実験の確認後は地中実証実験にて

下記の項目を確認している。 

① 施工速度(日進量)  

② 地中での破砕状況 

 
８．１ 地中実証実験（２０１８年度） 

鉄筋コンクリート管・硬質塩化ビニル管の 

既設管を新管に布設替えする地中実証実験を 

行ったところ、掘進速度１８０ｍｍ／分（平均） 

で、問題なく施工を確認することができた。 

（写真－５、写真－６） 

 
 

 

 

 

 

 
 
８．２ 地中実証実験（２０２０年度） 

ダクタイル鋳鉄管（φ３００Ｋ形）の既設

管を新管に布設替する改築推進（延長１２ｍ､

土被り１.１ｍ）の地中破砕実験を行った。 

（図－６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄筋コンクリート管 破砕状況 

写真-２ 室内破砕試験（パイロットタイプ） 

ダクタイル鋳鉄管 

ＮＳ形の破砕 

ダクタイル鋳鉄管 

Ｋ形の破砕状況 

鋼製 T 形カラー（推進用） 破砕状況 

ＳＵＳカラー（推進用） 破砕状況 

切断箇所 1 箇所 当初 

写真-５ 鉄筋コンクリート管 破砕状況（全景） 

写真-６ 硬質塩化ビニル管 破砕状況（全景） 

破砕初期 

破砕中 

破砕後 

写真-３ 室内破砕試験（クラッシュブレードタイプ） 

切断箇所 1 箇所 

図-６ 地中実証実験 縦断図（Ｌ=12ｍ） 

発進立坑 

（改築推進時） 

L=12m 

DP=1.1m 

発進立坑 

φ2500 

到達 2 号人孔 

沈下棒 

写真-４ 室内破砕試験（クラッシュブレードタイプ） 
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継手部を含め問題なく破砕できることが確

認できた。破砕後の状況を確認したところ、

短冊状に４分割に破砕分断されていた。 

（写真－７、写真－８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改築推進工法における施工実績の大半は、

下水道部門であり、これまでは下水道部門を

中心に開発を進めてきた。しかし、今回の地

中実証実験において、ダクタイル鋳鉄管の破

砕ができたことにより、様々な管種への対応

が可能となった。特に水道管は、ダクタイル

鋳鉄管が 50％以上を占めるため、水道更新工

事への活用に向けて開発を進めていく。 

 

９ 当工法の活用・検討事例 

開削工法ではできない施工条件では、下水

道部門を中心に、管更生工法での対応が主流

となっており、改築推進工事は特殊な条件下

でしか採用されないのが現状である。 

しかし、社会資本整備の進んだ我が国にお

いては、特殊条件下での案件が増えていくこ

とが予想される。その中でも、以下の項目に

ついて、今後ニーズが高まることが想定され

るため、対応できる手段を検討していく。 

①埋設管が支障→開削施工できない場合 

②既設管が深い→開削施工できない場合 

③別ルートでの新設管が設置できない場合 

④河川・鉄道横断部での施工の場合 

 

１０ 今後の開発について 

ベルリプレイス工法は、様々な条件に対応

するため、管路施設管理者（特に水道部門）

からの意見や要望を取り入れながら、下記項

目について開発の検討を進めている。 

①適用管径のサイズアップ（ダウン） 

【既設管と異なる管径の新管布設】 

②様々な適用管種の対応 

【破砕刃形状（管種毎）の検討】 

③ 条件変更対応用アタッチメントの開発 

【同一機械での汎用性拡大】 

 

１１ おわりに 

我が国の社会資本においては財政問題等か

ら補修・補強による延命化を中心に進められ

ているが、同時に防災・減災を想定した長寿

命化（耐震化等）も検討されている。現状の

ベルリプレイス工法は、既設管を地中に存置

するため、廃棄物処理法の概念において施設

管理者の理解を受け難いことが多い。 

しかし、一方で、２０５０年のカーボンニ

ュートラル・脱炭素社会の実現や省エネルギ

ー化（ＣＯ２排出量削減等）が求められてお

り、管路の更新が喫緊の課題として捉えら

れ、当工法が選定基準のひとつとして検討が

求められる機会があると考える。 

また、ダクタイル鋳鉄管の地中破砕が実現

できたので、水道部門における唯一の改築推

進工法を目指して開発を進めていきたい。 

このような時代背景のなか、変化する社会

的ニーズを捉え、当工法の強みを生かして改

良を重ねることで、今後の管路の維持更新に

尽力していきたいと考える。  

                以 上         

写真-７ ダクタイル鋳鉄管（Ｋ形）破砕状況 

全景 継手部 

写真-８ 短冊状に分割されたダクタイル鋳鉄管 
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③ 雪に強い地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



















 

 

 

 

④ 自然災害からの安全確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

両津港の定期航路安定を目指した耐震改良設計 

 

新潟港湾空港技術調査事務所 設計室 先任建設管理官  藤井 武    

 設計室 施工技術係長  ○八木 一樹   

 

１ はじめに 

両津港(湊地区)岸壁(水深 7.5m)（以下「4 号

岸壁」という）は，供用後約 40 年以上が経過し，

老朽化が進んでいることに加え，港湾計画上，大

規模地震発生時に緊急物資輸送等の拠点となる

耐震強化岸壁に位置付けられている． 

本稿は，定期航路フェリーが利用する供用中

の岸壁において，耐震改良施工時の影響に配慮

しつつ，レベル 2 地震動の影響後も定期航路が

利用する施設として機能させるための検討を行

った耐震改良設計について報告するものである． 

 

２ 設計条件 

２．１ 既存施設の状況・構造 

4 号岸壁は，供用から 40 年以上経過し，2015

年に実施した点検では，主要部材である鋼材の

貫通孔が確認され緊急的な補修を行うなど，施

設の老朽化が顕在化し，抜本対策が必要な状態

である．（図-1 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 設計対象施設位置（4 号岸壁） 

 

4 号岸壁の区間割を図—2 に示す．また既設構

造は図-3 に示すように桟橋式構造である． 

元付部の土留めは矢板式，重力式が混在し，背

後に近接してフェリーターミナルや，渡船橋等

の付帯施設が設置され，先端部は土留めが無い． 

設計区間は元付部 123m，先端部 52m であり，

可動橋 23m の設計は今後行う予定である． 

 

 

 

 

 

図－２ 設計対象区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 既設断面図 

Ｂ－Ｂ断面（矢板式土留め） 

Ａ－Ａ断面（重力式土留め） 

Ｃ－Ｃ断面（土留め無し） 
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２．２ 設計条件及び性能規定値 

4 号岸壁を利用する対象船舶は，カーフェリー

と緊急時の物資輸送を行う自衛隊の支援船とし

た．また，緊急時にはジェットフォイルの係留も

想定する．レベル 2 地震動は，想定し得る最大

級の地震動として「新潟県南西沖地震」，「M6.5 直

下型地震」を比較検討し安全側となる地震動に

より安定性照査を実施した． 

改良設計における課題を以下に示す， 

a)毎日，新潟港と両津港を結ぶ定期航路が利

用しており，運航体制への影響を最小限と

する必要がある． 

b)既設岸壁の部材を再利用できるかを検討す

るとともに，岸壁背後のフェリーターミナ

ルや渡船橋等の既設構造物への配慮が必要

となる． 

c)新潟県が岸壁背後の埋立を行うため，構造

形式の調整が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 港湾計画図と課題 

 

性能規定は，レベル2地震発生後に，緊急物資輸送

の荷役のみならず，カーフェリーが速やかに就航す

る必要があるため，フェリーの接岸・荷役可能な規

定値を設定した．特に可動橋との接続が重要となる

ため，クリアランスを確認したうえで，許容される

変位量を規定し設計の目標値とした．主な設計条件

と性能規定値を表-1に示す． 

 

 

表－１ 設計条件及び性能条件 

 

 

３ 岸壁構造形式の検討 

３．１ 元付部の構造形式 

供用への影響を最小限とする観点から，既設

構造物を補強する改良方法として有効と考えら

れる３案と新設する案の下記①～④を抽出し構

造形式の 1 次選定を行った． 

・案①上部工，桟橋杭を残置した「水中梁工法」 

・案②桟橋杭を補強する「RC 巻き立て工法」 

・案③桟橋杭を増設する「増杭工法」 

・案④上部工・桟橋杭を新設する「新設桟橋式」 

 

 案①②は，既設構造を活かす工法であるもの

の，現地での施工期間が長く，工費も安価にはな

らなかった．案③も既設桟橋杭を残置しながら

の改良となり，増杭の施工性が悪く優位ではな

かった． 

施工性，経済性，維持管理等の総合的な比較を

行った結果，新設する案④の「新設桟橋式」を採

用した． 

なお，重力式構造については，床掘が必要とな

り背後土留めやターミナルにも影響することか

ら採用は困難と判断した． 

また，既設土留め部の耐震改良は背後ターミ

ナルへの影響が少ない高圧噴射攪拌工法による

固化改良を採用している． 

適用基準

計画水深

天 端 高

耐震強化施設分類

L1地震動

L2地震動

水平変位量

岸壁の法線の出入り

堤体傾斜角

桟橋の沈下

桟橋部と背後地の段差

設
計
条
件 対象船舶

　カーフェリー（佐渡汽船）

　ジェットフォイル（佐渡汽船）

　多用途支援艦（海上自衛隊）

　対象波形  ： 9304『両津港』　（照査用震度  ： kh=0.17）

C.D.L. +2.10m

港湾の施設の技術上の基準・同解説（2018年5月）

C.D.L. －7.50m

性
能
規
定
値

エプロン
　幅員：20.0ｍ
　勾配：1/100(海側へ片勾配)

　50cm以内

　断面間の相対変位量50cm以内

　3°以内

　20cm以内

　30cm以内

　「特定（緊急物資輸送対応）」、「特定（幹線貨物輸送対応）」

　「新潟県南西沖地震」及び「M6.5直下型地震」
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次に一般的な RC 桟橋の場合，着手から供用再

開まで期間を要すことから現地施工期間の短縮

を図るため，2 次選定として「RC 桟橋」と「ジャ

ケット式桟橋」の比較検討を行った． 

「ジャケット式桟橋」は，ジャケット部を工場

製作することやプレキャスト部材が多いことか

ら，現地作業を 12 ヶ月程度短縮することが可能

となる.また，4 号岸壁は冬期にカーフェリーが

着岸できるように単年度の施工期間も限られ，

現地作業の省力化は施工性や供用への影響にお

いて優位である. 

以上のことから「ジャケット式桟橋」を選定し

た．図-5 に比較断面図を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 元付部の比較断面図 

 

３．２ 先端部の構造形式 

先端部の背後は，新潟県の背後埋立事業が計

画されていることから，それらを考慮しつつ，重

力式も含めた比較検討を行った． 

「桟橋式」は，桟橋部に加え土留め部も新設す

ることとなり経済性では不利である．「ケーソン

式」では，岸壁本体が土留めを兼ね，別途土留め

を設ける必要がない．また，施工性においても，

ケーソン式は工種が少なく優位である． 

以上より，総合的な比較検討で「ケーソン式」

を選定した．図-6 に比較断面図を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 先端部の比較断面図 

 

４ 性能照査結果 

性能照査については，永続状態・変動状態(レ

ベル 1)・偶発状態(レベル 2)の各外力条件で照

査を行い，安定性を満足する断面を決定した． 

 

４．１ 元付部の照査結果 

照査結果を表-2 に示す. 偶発状態(レベル 2)

の岸壁の法線位置における残留天端変位量は

46cm であり，可動橋が利用できる 50cm 以内に収

まっている．また，背後既設土留め部の変位量は

17cm であり，土留め部とジャケット式桟橋の離

RC 桟橋断面図 

ジャケット式桟橋断面図 

桟橋式断面図 

ケーソン式断面図 
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隔が 100cm であることから接触しないことを確

認した．  

 

表－２ ジャケット式桟橋の安定性照査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．２ 先端部の照査結果 

照査結果を表-3に示す.偶発状態(レベル 2)の

岸壁の法線位置における残留天端変位量が 46cm

であり，50cm 以内に収まっている． 

 

表－３ ケーソン式の安定性照査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３ 異なる構造形式の照査（相対変位確認） 

同施設内で異なる構造形式を採用した場合，

地震時の挙動が異なることから，相対的な変位

の確認を行った． 

レベル 2 地震動の FLIP 解析より挙動の時刻歴

を出力し，各区間の変位量を重ね合わせること

で，評価を行った． 

新潟県南西沖地震の時刻歴による変位量を図

-7に示す．変位量±0.0は岸壁法線位置を示し，

負の数値は海側への変位量である．水平変位量

は地震動が作用している間最大 40cm程度相対変

位が生じるが，地震動の収束に伴い，残留変位量

が約 10cm 程度に収まることから，性能規定値の

「断面間の相対変位量 50cm 以内」を満たし，耐

震強化岸壁の性能を有していると判断できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 時刻歴の水平変位量 

（新潟県南西沖地震の場合） 

 

５ まとめ 

耐震改良断面の検討を行い，施工性等を総合

的に比較し，管内直轄岸壁で初めて「ジャケット

式桟橋」を選定，制約条件の違いから 1 施設に 2

構造を採用した．レベル 2 地震後においても岸

壁の機能を確保していることを性能照査により

確認した． 

今後,未設計の可動橋部分の検討や現地施工

に向けて，問題が生じないかフォローアップを

行っていく. 

●永続状態・変動状態照査結果 
応力(m・Sd／Rd) 地震時 0.89　＜1.0　　　　　　　　OK

支持力(m・Sd／Rd) 接岸時 0.96　＜1.0　　　　　　　　OK

根入れ長(m) － 16.60　＞β/3.0=10.5　 OK

レグ 応力(m・Sd／Rd) 地震時 0.66　＜1.0　　　　　　　　OK

斜材外 応力(m・Sd／Rd) 接岸時 0.69　＜1.0　　　　　　　　OK

水平材 応力(m・Sd／Rd) 接岸時 0.67　＜1.0　　　　　　　　OK

上部桁 応力(m・Sd／Rd) 地震時 0.81　＜1.0　　　　　　　　OK

鋼管杭

●偶発状態照査結果（新潟県南西沖地震） 

●永続状態・変動状態照査結果 

●偶発状態照査結果 

LWL HWL LWL HWL

滑動
検討点

（ケーソン下端）
0.06 < 1.0 0.02 < 1.0 0.67 < 1.0 0.67 < 1.0

転倒
検討点

（ケーソン下端）
0.08 < 1.0 0.05 < 1.0 0.76 < 1.0 0.76 < 1.0

193.08kN/m2 177.83kN/m2 651.51kN/m2 653.98kN/m2

i < 0.1※ i < 0.1※ 0.98 < 1.0 0.96 < 1.0

0.73 < 1.0 0.71 < 1.0 － －

レベル1地震動

潮位

端趾圧

偏心傾斜荷重

円弧すべり

永続状態設計状態

照査項目 性能規定値

岸壁天端変位量 0.5m ＞ 0.38m ＞ 0.46m

岸壁沈下量 0.2m ＞ 0.147m ＞ 0.153m

岸壁残留傾斜角 3° ＞ 0.3° ＞ 0.4°

岸壁護岸間段差 0.3m ＞ 0.05m ＞ 0.06m

偶発状態
（新潟県南西沖地震）

偶発状態
（M6.5直下型地震）
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⑤ 環境の保全と創造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

散布型路上表層再生工法『エリクサーシール』 

 

東亜道路工業株式会社 技術研究所     〇深谷 美優   

東亜道路工業株式会社 北陸支店 副支店長  砂田 良和   

 

１ はじめに 

再生加熱アスファルト混合物（以下、再生混合

物）は、劣化したアスファルト舗装を切削して得

た再生骨材に、新規骨材、新アスファルト、再生

添加剤を適宜加えて製造され、再度舗装に使用

される。その生産量はアスファルト混合物全体

の約７５％を維持しており、すなわちアスファ

ルト舗装の再資源化が一度だけでなく、複数回

行われていることを意味する１）。 

 ここで課題となるのが、劣化と再生の繰返し

による旧アスファルト（以下、旧アス）の品質低

下である。性状変化、組成変化、ドライスラッジ

の発生といったアスファルトの再生阻害要因と

再資源化に伴う加熱工程によって、旧アスが規

格値から外れ、表基層材料としてリサイクル困

難な再生骨材が発生する２）３）。 

 以上の背景から、従来の劣化・再生サイクルで

はなく、未切削でアスファルト舗装表層のリフ

レッシュを行うことを目的として、散布型路上

表層再生工法『エリクサーシール』を開発した。

本論文では、エリクサーシールの概要と、バイン

ダ、混合物に与える効果について紹介する。 

 

２ エリクサーシールの概要 

 本工法は、現位置において直接、植物由来材料

を主体としたエマルションを散布し、アスファ

ルト表層再生を行うものである。舗装の切削工

程がなく常温散布のため、建設施工の低炭素化、

低炭素材料の導入といった面でもカーボンニュ

ートラルに貢献し得る。 

２．１ 浸透再生機構 

 図－１に、エリクサーシールにより想定され

る舗装表層再生機構を示した。対象として、舗装

の主たる損傷が気象劣化に起因する、交通量が

比較的少ない路線を設定した。 

気象作用によるアスファルト舗装の劣化は空

気との接触により進行するため、表層上部と下

部で劣化の進行度合いが異なる４）。表層上下層

の性状差は、外気温や交通負荷により微細なひ

び割れや骨材細粒分の飛散を生じ、路面損傷に

繋がると考えられる。 

このようなアスファルト舗装表面に、高い浸

透性能と旧アスとの相溶性能を有する再生エマ

ルションを散布することで、有効成分を混合物

中に浸透させ、劣化アスファルトに作用させる。

劣化した表層上部のアスファルト粘弾性状を回

復させることにより、表層の性状を均一化し、舗

装のリフレッシュを実現する。 

 

 

図－１ 本工法における表層再生機構 

気象作用によるアスファルト舗装表面の劣化 

再生エマルションの浸透・相溶 

粘弾性状の回復 

表層上下層の性状均一化 
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２．２ 再生エマルションの処方 

表―１に、使用した油相処方を示した。 

一般的に、劣化したアスファルトでは芳香族

分が減少し、レジン分、アスファルテン分が増加

する。よって、芳香族分の補充に期待して、再生

エマルションＡ、Ｂの油相には、植物系、鉱物系

２種類の芳香族系再生添加剤を選定した。比較

対象として処方Ｃには、飽和分の割合が高い汎

用再生用添加剤を使用した。 

また、処方Ａ、Ｂには、ドライスラッジの発生

を抑えるために凝集緩和剤を添加した。ドライ

スラッジは、様々な極性基を持つアスファルテ

ンがレジンとネットワークを形成して発生させ

る凝集塊であると考えられている。凝集を抑制

し、アスファルト本来の温度特性と粘弾性状に

近づけるために、極性官能基間の距離を調整す

る作用を持つ凝集緩和剤を添加した。 

 

３ バインダ再生効果の確認 

舗装再生便覧が示す再生混合物の配合設計で

は、再生用添加剤量と設計針入度の検量線から

最適な再生用添加剤量を決定する。本工法では

針入度に加え、現場でのコア抜き調査から回収

できる少量の旧アスで評価することを想定し、

ＤＳＲ試験による最適散布量の定量化を試みた。 

 

３．１ バインダ再生評価 

事前実験として、各処方の劣化アスファルト

（以下、劣化アス）に対する相溶性を調査した。

その結果、汎用再生用添加剤である処方 C と比

較して、処方Ａ、Ｂは相溶性が高く、特に処方Ａ

では５～２０℃程度の低温・常温環境でも効果

を発揮した。よって、以降の試験では処方Ａ、Ｂ

を使用した。 

 

 

３．１．１ 試験方法 

ＤＳＲ試験の供試体を作製した。再生油相添

加量は、想定される再生エマルション散布量に

対応するように、１m２×１cm 厚混合物中の旧ア

ス量に対して決定した。表―２に詳細を示した。

熱影響を抑えるため、混合温度は劣化アスと再

生油相を攪拌できる最低温度範囲に留めた。 

ＤＳＲ試験は、舗装調査試験法便覧Ａ０６２

にしたがい、ひび割れ抵抗性の指標となる２

５℃における損失弾性率Ｇ*sinδ、および物質

の粘弾性を示す損失正接 tanδ に着目した。表

―３に、ＤＳＲ試験の試験条件を示した。 

 

表―１ 再生油相処方（再生添加剤の違い） 

 

 

表―２ 旧アスと再生油相の混合条件 

 

 

表―３ ＤＳＲ試験条件 

   

 

表―４ ２５℃におけるＤＳＲ試験結果 

 

項目 処方A 処方B 処方C

汎用再生用添加剤 - - 〇(主)

鉱物系再生添加剤 △(副) 〇(主) -

植物系再生添加剤 〇(主) △(副) -

凝集緩和剤 〇 〇 -

混合温度 (℃)

混合時間 (min)

混合攪拌速度 (rpm)

油相添加量 (wt%) 0.00 0.06 0.12 0.18

再生エマルション散布量 (L/m2) 0.00 0.15 0.30 0.45

130±10

10

750

混合条件項目

条件

周波数(ひずみ速度) (rad/sec) 10

ひずみ (%) 0.05

試料厚さ (mm) 1

試験片直径 (mm) 25

試験温度 (℃) 0～60

項目

0 0.15 0.30 0.45

G *sinδ (kPa) 4310.0 485.0 79.4 20.8 1192.8

tanδ 1.12 1.96 3.06 4.52 2.48

G *sinδ (kPa) 4310.0 1177.5 374.5 137.7 1192.8

tanδ 1.12 1.59 2.10 2.66 2.48

項目
再生エマルション散布量    (L/m2) 比較

StAs
60/80

処方A

処方B
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３．１．２ 評価結果 

表―４にＤＳＲ試験の結果を示した。劣化ア

スの損失弾性率は４３１０kＰa であり、既往の

研究と照らし合わせると、ひび割れが増大する

と判断される水準の数値であった５）。 

一方再生油相と混合した供試体では、添加量

の増加に伴い損失弾性率が低下し、損失正接は

増加した。処方Ａでは、再生エマルションとして

０．３０Ｌ／m２を散布することでひび割れ抵抗

性が向上し、ストアス６０／８０と同等の粘性

が得られた。 

 

４ 混合物再生効果の確認 

再生エマルションの現場適用効果を確認する

ために、混合物再生効果を調査した。熱処理を介

さない確認方法として、アスファルト混合物の

摩耗抵抗性とひび割れに対する挙動から再生効

果の確認を試みた。 

 

４．１ 摩耗抵抗性の評価 

４．１．１ 試験方法 

約１３年間屋外曝露したＷＴ供試体密粒１３

（ストアス６０／８０）の半面に再生エマルシ

ョン処方を０．３０Ｌ／m２散布し、３日間室温

にて養生した。脆弱化の程度を評価するため、舗

装調査試験法便覧Ｂ００２に示されるラベリン

グ試験を参考にした。表―５に試験条件を示し

た。 

 

４．１．２ 評価結果 

 写真―１に試験後の供試体外観、図―２にラ

ベリング試験２０分後の断面形状を示した。散

布無しの半面では供試体表面のモルタルや粗骨

材が取れ、摩耗の進行が速いことが確認できた。

一方再生エマルションを散布した半面では、摩

耗がわずかで摩耗面は黒色を呈していることか

ら、再生油相による浸透再生効果が確認できた。

また、処方ＡはＢよりも断面形状の変化が小さ

く、これは散布後の養生温度環境における溶解

性能や再生有効成分の違いによるものと窺える。

以上の結果より、常温状態の混合物においても、

ＤＳＲ試験の結果と同様に粘弾性状の回復傾向

が示された。 

 

表―５ 摩耗抵抗性試験条件 

  

 

 

写真―１ 摩耗抵抗性試験後状況（処方Ａ) 

 

 

図―２ ラベリング試験後の断面形状比較 

 

４．２ ひび割れ閉塞に対する評価 

 エリクサーシールを適用することでアスファ

ルト粘弾性状の回復が認められたことから、既

設路面に発生したひび割れが、走行タイヤのニ

ーディング作用に伴い閉塞する事に期待した。 

 評価方法として、次の試験を考案した。 

 

試験条件

チェーン種 クロスチェーン

試験温度 (℃) -10

養生時間 (hr) 4

項目
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４．２．１ 試験方法 

再生骨材を使用したＷＴ供試体密粒１３に、

分割により路面のひび割れを再現した。再生エ

マルション処方Ａを０．３０Ｌ／m２散布した後、

一晩室温にて養生した。 

 ホイールトラッキング試験機を用いて、トラ

バースをかけながら転圧することで、交通荷重

を再現した。表―６に試験条件を示した。試験前

後のひび割れの閉塞程度を、目視と透気係数で

評価した。透気係数は既往の研究を参考に、現場

透気試験から算出した６）。 

 

４．２．２ 評価結果 

 写真―２に転圧前後の供試体外観を示した。

再生エマルションを散布した供試体は、散布無

と比較してひび割れが閉塞傾向にあった。表―

７に現場透気試験結果を示した。転圧前はどち

らも測定不能であったが、再生エマルション散

布後に転圧を行うと、透気量の減少を確認した。 

 これらの結果より、常温状態において、再生エ

マルション散布によるアスファルト性状の回復

が、混合物のひび割れ閉塞に寄与することが示

唆された。実路においても、施工後に繰返し交通

荷重がかかることにより、路面損傷の回復が見

込まれる。 

 

５ おわりに  

 エリクサーシールは、現位置において再生エ

マルションを常温散布することで舗装表層を再

生させる、簡便で低炭素な路上表層再生工法で

ある。気象劣化により微細なひび割れ等の損傷

が生じた路面に適用することで、舗装表層上部

の劣化したアスファルトを新設時のアスファル

ト性状に近づけ、舗装混合物性状の回復に寄与

する。 

 

表―６ ＷＴ試験機走行条件 

 

 

 

写真―２ 転圧前後の供試体状況 

 

表―７ 現場透気試験結果 
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条件

走行条件 トラバース

載荷荷重 (N) 686

接地圧 (MPa) 0.63

走行速度 (/mm) 21往復

トラバース速度(cm/min) 10

トラバース幅 (cm) 25

試験温度 (℃) 30

試験時間 (hr) 1

項目

転圧前 転圧後

0 測定不能 測定不能

0.30 測定不能 4.42×105

再生エマルション

散布量 (L/m2)

透気係数 (cm/s)
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CO2 固定型コンクリートの消波ブロック適用に向けた検討 

 

株式会社不動テトラ 総合技術研究所 材料・構造グループ  〇昇 悟志   
ブロック環境事業本部        錦織 和紀郎   
東京本店 ブロック環境技術営業部   廣瀬 紀一   
ブロック環境事業本部 技術部     木村 圭梧   

 

１ はじめに 

 我が国の CO2 排出量の 6 割を占める発電，鉄

鋼，化学工業などの多くが立地する港湾におい

ては，2050 年までに CO2 排出量を実質ゼロと

する政府目標を達成するため，カーボンニュー

トラルポート（CNP）形成に向けた取り組みが

進められている。また，港湾工事等から排出さ

れる CO2 の削減を進めるため，「港湾工事等に

おける低炭素型材料の活用マニュアル」1)が策定

され，2023 年度以降，港湾においても低炭素材

料を活用する試行工事が実施される予定である。 

港湾施設のうち，主に防波堤で数多く用いら

れている「テトラポッド」に代表される消波ブ

ロック施工時の CO2排出量は材料由来の割合が

大きい。消波ブロック関連工事の CO2 排出量削

減は港湾のカーボンニュートラルポート形成に

大きく貢献できるものとなることから，低炭素

材料を活用したコンクリートの消波ブロックへ

の適用性も研究されつつある 2)。 

そのような中，『革新的カーボンネガティブ

（CN）コンクリートの材料・施工技術及び品質

評価技術の開発』が，国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構（以下，NEDO）

のグリーンイノベーション基金事業に採択され

た。鹿島建設，デンカ，竹中工務店を幹事企業と

する全 55 団体にてコンソーシアム「CUCO（ク

ーコ）」（図－1）を結成し，研究開発に取り組ん

でいる。本稿では，CUCO のコンソーシアムの

中で，我々が主として開発を実施する「CO2 固

定型消波ブロック」について，その内容の概要

とこれまでの成果，そして今後の展望について

述べる。 

 

２ 検討概要 

近年開発が活発に行われている環境配慮型コ

ンクリートは，①セメントを置換する材料技術，

②骨材や粉体に CO2 を固定化する技術，③コン

クリートに CO2 を吸収させる技術の 3 種類に分

類できる。 

CUCO では，これら 3 つの技術を組み合わせ

てカーボンネガティブコンクリートの開発に取

り組んでいる。本稿では，粉体 40%以上を高炉

スラグ微粉末で置き換えた①の技術に，CO2 と

反応する特殊混和材（以降， -C2S と称す）を練

り混ぜて成型したコンクリートを，CO2 で満た

された環境下で養生して強制的に炭酸化させて

大量の CO2 を吸収・固定させる③の技術を組み

合わせた CO2 固定型コンクリートについて，こ

れまでに得られた検討成果の一部を紹介する。 

 

 

図－1 コンソーシアムのロゴ 
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３ CO2 固定型コンクリートによる消波ブロッ

クの成型実験 3) 

３．１ 実験概要 

消波ブロックは製作の初期段階で脱型（材齢

2 日）や転置・仮置（材齢 3 日）を行うため，そ

の作業に必要な強度が要求される。また，一般

的な土木構造物と違い複雑な形状をしており，

断面も一様ではないことから，③の技術による

炭酸化の状況は既往の研究で行われてきた円柱

供試体の場合と異なることも推測される。 

そこで，別途実施したモルタル配合による成

果 4)をもとに決定したコンクリート配合にて

40kg の消波ブロックを成型し，初期材齢および

材齢 7 日，28 日の圧縮強度および静弾性係数を

測定した。ここで，使用材料，およびコンクリー

ト配合は表－1，表－2 の通りであり，普通セメ

ント，高炉スラグ微粉末，および -C2S の配合比

率は 40：55：5，W/P は 50%とした。ここで，

-C2S は非水硬性で，CO2 と直接反応して硬化

する混和材である。また，消波ブロックは円柱

供試体とともに材齢 2 日に脱型し，材齢 3 日よ

り高濃度型促進炭酸化装置を用いて炭酸化養生

を行い（図－2）5)，炭酸化養生後は炭酸化の状

況を確認した。炭酸化養生条件は温度 50℃，湿

度 50%，CO2 濃度 80%とした。 

３．２ 試験結果 

図－3 に圧縮強度の測定結果，図－4 に圧縮強

度と静弾性係数の関係を示す。封緘養生の場合，

材齢に伴って圧縮強度が増進しており，圧縮強

度と静弾性係数の関係含め，通常のコンクリー

トと同傾向である。一方で，炭酸化養生の場合

は材齢初期の強度増進が著しい。これは，炭酸

化によって細孔構造が緻密化したためと考えら

れる。一方で，材齢 7 日以降になると強度増進

が見られず，静弾性係数も封緘養生時より小さ

表－1 使用材料 

 

 

表－2 コンクリート配合 3) 

 

 

 

図－2 炭酸化実験の状況 5) 

 

 

図－3 圧縮強度の測定結果 3) 

 

 

図－4 圧縮強度と静弾性係数の関係 3) 

項目 記号 材料名
練混ぜ水 W 地下水
セメント C 普通ポルトランドセメント （密度 3.16g/cm3）

BFS 高炉スラグ微粉末 （密度:2.91g/cm3）
γ γC2S （密度:2.85g/cm3）

細骨材 S 山砂，砕砂 （密度:2.64g/cm3，2.63g/cm3）
粗骨材 G 砕石 （密度:2.65g/cm3, 2.64g/cm3）

AD 高性能AE減水剤
AE 空気量調整剤

混和材

混和剤

スランプ

(cm) W C BFS γ S G
12 4.5 125 50 47.0 169 135 186 17 835 951

W/P：水粉体比（粉体：セメント＋BFS＋γ）
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い。これらの理由として，高炉スラグ微粉末は

アルカリ刺激により化学反応して硬化するが，

初期の炭酸化によって供試体内部に高炉スラグ

微粉末の未硬化部が存在した可能性も考えられ

る。既往の研究では，高炉スラグ微粉末の混入

量が増えると促進炭酸化によって空隙が増える

こともわかっており 6)，今後さらなる検討が必

要である。 

３．３ 消波ブロックへの適用性 

 一般に消波ブロックの設計基準強度は 18～

21N/mm2 であり，脱型強度は 3.5N/mm2，転置・

仮置強度は約 4.0～8.0N/mm2 である。図－3 よ

り材齢 2日で脱型，材齢 3 日で転置可能である。

また，脱型直後のコンクリート表面の状況も通

常のコンクリートと遜色ないことから，消波ブ

ロックへの適用は可能である。 

３．４ 炭酸化の状況 

図－5，図－6 は炭酸化養生を行った供試体と

消波ブロックにフェノールフタレイン溶液を噴

霧して確認した炭酸化状況である。供試体は材

齢 29 日に全体が炭酸化したが，材齢 7 日に供試

体中心部を除いたほぼ全体が炭酸化しているた

め，材齢 29 日を待たずに全体が炭酸化したと推

測される。消波ブロックの炭酸化深さは炭酸化

養生期間 40 日の測定結果であり，脚先が一番深

くて平均 99mm，全測定箇所平均で 66mm であ

った。また，未炭酸化部は消波ブロックをほぼ

相似で縮小した形（範囲）となっていることか

ら，脚先以外の場所の炭酸化状況を確認するこ

とで消波ブロック全体の炭酸化状況を推定でき

る。今回の 40kg の消波ブロックの炭酸化部を推

定した結果，全体体積の約 76%であった。 

 

４ 現場打設による試験に向けて 

実物の消波ブロックは質量約 500kg～100t

（0.2m3～43m3）が存在する。炭酸化深さがブロ

ックの大きさによらず一定であるとすれば，消

波ブロックの大型化に伴いブロック全体積に占

める炭酸化部体積の比率は小さくなっていき，

ブロック１個当たりの CO2固定量は相対的に小

さくなっていく。そこで，消波ブロックの CO2

固定量を最大化させてカーボンネガティブを達

成するため，骨材や粉体に CO2 を固定化する技

術等の適用も CUCO 内で議論しながら進めて

いる。 

現在，消波ブロックに要求される性能を満足

する環境配慮型コンクリートの基本的な配合技

術の目途が立ったため，実大ブロックを複数個，

 

材齢 3 日      材齢 7 日     材齢 29 日 

（平均 25.7mm） （平均 39.0mm）  (全体炭酸化) 

図－5 供試体の炭酸化状況 3) 

 

 

（全体平均 66mm，脚先端平均 99mm） 

図－6 消波ブロックの炭酸化状況 

 

 

図－7 暴露試験予定地（静岡県熱海市）5) 
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現場打設にて製作して暴露試験を実施する予定

である（図－7）。 

 

５ 今後の課題と展望 

 消波ブロックは国内外で広く普及しており，

近年激甚化  ・多様化する自然災害に対しても，

その防災・減災・機能強化の役割を果たしてい

る。しかしながら，将来にわたって消波ブロッ

クを使用していくためには環境配慮型コンクリ

ートの適用は不可欠である。本稿にて紹介した

成果も含め，これまでの取り組みによって消波

ブロックの要求性能を満足する配合設計技術の

目途が立ちつつあるが，課題も多い。 

 まず，消波ブロックは大型クラスになると 1

日当たり約 100m3 の生コンクリートの供給とな

るため，環境配慮型コンクリートの使用材料の

大量生産も含めた供給体制の確立が必要である。

また，全国で適用させるためには生コンクリー

ト工場との連携や地産地消性も欠かせない。 

 次に，コンクリートに CO2 を吸収させる技術

を適用するための促進炭酸化養生方法である。

消波ブロックの 1 日当たりの製作個数は 80t～

100t クラスの超大型で 1～2 個，小型で 20～30

個にもなる。それら大量に製作されたブロック

を簡便で効率的に促進炭酸化させる養生方法，

あるいは CO2を大量に固定化させる方法が求め

られる。 

 また，消波ブロックの製作現場においても作

業員の高齢化は進んでおり，製作現場の省力化

への対応の一つとして生コンクリートの高流動

化も期待される。 

 今後，全国的に社会実装していく上で上記の

課題は克服しなければならないが，消波ブロッ

クへ適用可能と判断された技術は適用できる場

所から随時消波ブロックの製作現場，もしくは

試行工事等に適用していきたい。現場打設によ

る実大ブロック製作と暴露試験の成果も生かし，

早期の社会実装を実現すべく技術開発を加速さ

せていく所存である。 

 

謝辞：本成果は，国立研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委託業

務（JPNP21014）を受け，革新的カーボンネガ

ティブコンクリートの材料・施工技術及び評価

技術の開発で得られた成果である。 
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自己充塡覆工構築システムの開発 

 

佐藤工業株式会社 技術センター 土木研究部       ◯弘光 太郎   

主席研究員  小山 広光   

部長  小野 知義   

 

１ はじめに 

従来、山岳トンネルの覆工コンクリートの施

工は、スランプ 15cm 程度のコンクリートを作業

窓から打ち込み、バイブレータで締め固めて充

塡させ、配管を順次上部へ切り替える方法で行

われている。打設前の準備作業から清掃作業に

渡り、狭隘な空間での作業を余儀なくされるた

め作業員に掛かる負担は大きく、技量や経験に

頼らざるを得ないのが実状である。 

さらに、近年の建設作業員の高齢化や熟練工

不足により、近い将来、従来工法を継続すること

が困難となることが予想され、施工に起因する

不具合の発生が懸念される。 

そこで、筆者らは、自己充塡コンクリートをス

ライドセントル下端から圧入し、コンクリート

をトンネル天端まで充塡させる自己充塡覆工構

築システム 1）を開発した（図－１参照）。 

本稿では、自己充塡覆工構築システムの概要

および模擬トンネルによる実物大施工実験の結

果について紹介する。 

 

２ 自己充塡覆工構築システムの概要 

自己充塡覆工構築システムは、コンクリート

打込み時に作業窓を使用せず、自己充塡コンク

リートをスライドセントル下端からの圧入によ

り覆工を構築するシステムである。スライドセ

ントルの下端に設けた圧入口から自己充塡コン

クリートを型枠内に圧入し上方へ流動させるこ

とにより、従来工法では必須であったバイブレ 

 

図－１ 自己充塡覆工構築システムの概要 

 

ータによる振動締固め作業および打込みの進行

に伴う上方への配管切替え作業を行わずに、覆

工の天端部までコンクリートを充塡することが

可能となる(図－１参照)。これらの狭隘空間で

の作業を省略することにより、覆工施工の省力

化および省人化を図るとともに、施工時のヒュ

ーマンエラーに起因する品質の低下を抑制する

ことが可能となる。 

 

３ 実物大施工実験による検証 

３．１ 実物大実験装置の概要 

自己充塡覆工構築システムによる施工の妥当

性について検証を行うため、模擬地山および実

際のスライドセントルを用いた実物大施工実験

を当社敷地内にて行った。 

写真－１に実物大施工実験の状況、図－２に

実験に用いたスライドセントルの概要図を示す。

基礎コンクリートとコンクリート壁の上に鋼製 
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写真－１ 覆工実物大施工実験の実施状況 

 

支保工およびキーストンプレートを設置して模

擬地山を構築した。内面に防水シートを敷設し

たのち、模擬地山内にスライドセントルをセッ

トし、圧入口に圧送配管を接続してコンクリー

トポンプ車で自己充塡コンリートを圧送した。 

 

３．２ コンクリートの配合 

表－１に自己充塡コンクリートの配合を示す。 

自己充塡コンクリートは目標スランプフロー

を 600mm、自己充塡ランク 3 とした。 

 

３．３ 液圧に対応したスライドセントル 

自己充塡コンクリートは、高性能 AE 減水剤を

使用して圧入時の流動性を保持させているため、 

スライドセントルに作用する側圧は液圧となる。圧

入完了後も長時間にわたって側圧が減少しにくい

ため、従来のスライドセントルに補強設計を行い、

胴梁およびジャッキ、補強リブの追加、ジャッキサ

イズの変更を行った。 

 

３．４ 各種センサの配置 

圧入中のコンクリートの充塡状況を確認する

ため、スライドセントル型枠面には、コンクリー

トの打上がり高さを感知する充塡感知センサ 

図－２ スライドセントルの概要図 

 

表－１ 自己充塡コンクリートの配合 

 

 

（119 箇所）および型枠面に作用する圧力を計測

する圧力センサ（23 箇所）を配置した。また、

天端部の充塡状況確認のため、天端部（防水シー

ト側）にも充塡感知センサ（11 箇所）を配置し

た。 

 

３．５ 施工手順 

図－３に配管切替え装置を用いた自己充塡コ

ンクリートの圧入方法を示す。 

左右の圧入口に圧送経路を切り替える配管切

替え装置を底版部に設置し、圧入口に接続した

配管からコンクリートポンプ車を使用して圧入

を行った。 

側壁部から肩部にかけてのコンクリートの圧

入は、片側 2 箇所の圧入口を同時に使用して行

った。圧入によるスライドセントルへの偏圧を

最小限にするため、左右の打上がり高さの差が 

W/C s/a 空気量

（%） （%） （%） W C S1 S2 G SP

41.6 48.7 4.5 170 409 576 257 904 6.95

C：

S1：

S2：

G：

SP： 高性能AE減水剤(ポリカルボン酸系化合物と増粘成分)

単位量（kg/m
3
）

使用材料

普通ポルトランドセメント(密度 3.15g/cm
3
)

山砂(茨城県行方市産，表乾密度 2.58g/cm
3
)

砕砂(栃木県佐野産，表乾密度 2.69g/cm
3
)

砕石 2005(茨城県つくば市産，表乾密度 2.69g/cm
3
)
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図－３ 自己充塡コンクリートの圧入方法 

 

0.5m 程度以内におさまるよう、充塡感知センサ

による型枠内部のモニタリングおよび目視確認

を行いながら、配管切替え操作を行った。 

天端部のコンクリートの圧入は、片側のラッ

プ側圧入口 1 箇所から行い、ラップ側における

未充塡箇所の発生を防止するため、ラップ側か

らつま側にかけて充塡させるように圧入した。

天端部の圧入に切り替えたと同時に、つま側へ

の圧送経路を遮断するため、ピンバルブおよび

圧入口を閉じた。天端部に配置した充塡感知セ

ンサがラップ側からつま側までの全箇所におい

てコンクリートの到達を感知した後、つま型枠

の打音により充塡確認を行って圧送を終了する

こととした。 

 

４ 実験結果 

４．１ 自己充塡コンクリートの圧送 

圧入数量 80m3 に対して、圧入時間は 3 時間 18

分となった。配管の閉塞等のトラブルも無く圧

送を完了した。また、液圧によるスライドセント

ルの補強設計を行っていたため、打上がり速度

に制約がなく、連続的な打込みにより施工時間

を従来工法に比較して 1 時間程度短縮する結果

となった。 

 

４．２ 型枠内部の充塡状況 

図－４に充塡感知センサから得られた型枠内

部における自己充塡コンクリートの充塡状況を

示す。側壁部では片側 2 箇所の圧入口から端部

へ向かって自己充塡コンクリートが充塡する状

況を充塡感知センサによって確認でき、ラップ

側、中央部、つま側の順に型枠内部が充塡された。 

天端部では、圧入側のラップ側からコンクリ

ートが天端部を越流して左右のコンクリート打

上がり面が合流し、その後、つま側に向かって天

端部が充塡される様子を確認した。 

 

４．３ スライドセントルに作用する圧力 

図－５にスライドセントル下端部に設置した 

 

図－４ 充塡感知センサから得られた型枠内部における自己充塡コンクリートの充塡状況 
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図－５ 圧力センサの計測値 

 

圧力センサの計測値を示す。 

打上がり高さに自己充塡コンクリートの単位

体積重量を乗じて求められる想定圧力に対して、

実測した圧力が圧入開始から完了までおおむね

一致することを確認した。 

 

４．４ 施工時の体制 

コンクリート打込み作業は、配管の左右の切

替え操作 1 名と、つま型枠監視 2 名の計 3 名で

行うことができた。圧入中は、充塡状況をモニタ

により確認しつつ、配管切替え装置により 1 層

ごとに圧送経路を切り替える作業を繰り返し行

った。 

 

４．５ 覆工の出来映え 

充塡不良やコールドジョイントの発生等は認

められず、自己充塡コンクリートの圧入による

構築が可能であることが確認できた。従来工法

でスプリングライン下方に発生しやすい巻込み

空気による表面気泡もなく、良好な出来映えで

あった（写真－２参照）。 

 

５ おわりに 

実物大施工実験により、スライドセントル下

端部からの自己充塡コンクリートの圧入による

覆工構築が可能であることを実証した。また、バ 

 

写真－２ 本システムを適用したトンネルにお

ける覆工の出来映え 

 

イブレータによる振動締固めおよびスライドセ

ントルの作業窓から作業窓への配管切替え作業

の省略により、コンクリート打込み時の作業環

境が改善した。これらの成果をもとに、当社トン

ネル現場において自己充塡覆工構築システムを

一部区間に適用した。 

適用の結果、作業内容の省略により実験と同

様に 3 名で施工を完了し、省力化、省人化が可

能であることを実証した。 

今回、既存のセントルを液圧に対応するため

に胴梁を設置し、実験で使用した配管切替え装

置を転用したことにより、スライドセントルを

通行する車両に対して通行止めが生じた。また、

経済性や汎用性を考慮すると、自己充塡コンク

リートの配合や製造方法等においてもさらなる

検討が必要であると考えられる。今後、これらの

課題を解決し、自己充塡覆工構築システムの汎

用化を目指していきたい。 
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